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I. 学⽣の確保の⾒通し及び申請者としての取り組み状況 
1. 滋賀医科⼤学医学部看護学科・滋賀医科⼤学⼤学院医学系研究科看護学専攻修⼠

課程が果たしてきた役割と課題 
 本学医学部看護学科は平成６年に関⻄圏で 2 番⽬の４年制看護系⼤学として設置さ
れた。以降、「看護実践のエキスパートを⽬指して、健康上のニーズを把握し⽀援する
ために必要な基本的能⼒、包括的な保健・医療・福祉の実践における多職種・他機関と
の連携・共同の必要性を認識し、看護職としての責任を果たす能⼒」を有する看護職の
⼈材育成を通して、滋賀県および近隣府県の医療の充実に貢献してきた。質の⾼い看護
職の養成には充実した臨地実習が不可⽋であり、それを⽀える附属病院看護部や滋賀
県内各機関との連携も強固である。 

平成 10 年には医学系研究科に看護学専攻修⼠課程が設置され、看護実践の向上に不
可⽋な看護学研究の視点及び遂⾏能⼒の修得を⽬指した教育を実践している。現在、研
究コースと⾼度実践コースで構成されており、近年では、令和元年に開設した⾼度実践
コースの特定⾏為領域では、最短２年で修⼠と厚⽣労働省認可の特定⾏為研修を修了
することが可能なプログラムを提供している。このように多様な教育機会を提供する
ことで、⾼い専⾨性と研究能⼒を同時に⾝につけ、看護学における実践と科学の統合を
推進し、教育・研究・実践の場で⾼度な専⾨性とリーダーシップを発揮し得る看護職の
養成に尽⼒している。 

本学の⼤学院教育の成果は修了⽣の進路に現れている。設置以降令和 4 年３⽉まで
に修了した 266 名の修了⽣の多くが研究者・教育者・管理者・実践者として看護の様々
な場をリードする⼈材となり活躍している（資料１）。 

しかしながら、学び続け向上し続けることが求められる看護専⾨職の⼒強い牽引者
として活躍するためにさらなる向上を⽬指して博⼠課程等へ進学したものは、修⼠課
程修了⽣対象アンケート調査によると 47％に達している（資料２、図１）。 

このように、本学は看護の実践と科学に貢献しうる⼈材育成を⽬指しながら、それを
本学⾃⾝の⼒で完遂できていないことが課題であった。 

 
2. 博⼠後期課程の趣旨⽬的・教育内容・定員設定 

1) 本学博⼠後期課程の趣旨・⽬的 
修⼠課程での教育では、「保健・医療・福祉の専⾨職との協働において、看護専

⾨職としての意思決定と主体的⾏動が執れるとともに、さまざまな状況において
リーダーシップを発揮する能⼒」「看護上の問題発⾒⼒・論理的思考⼒を発揮し、
主体的かつ独創的に研究活動を推進するとともに、国際的・学際的に活躍する能⼒」
「複雑で多様な⼈々の健康問題に柔軟に対応し、看護学の発展と⼈々の健康に貢
献できる能⼒」を有する看護専⾨職の養成をめざし、質の⾼い看護実践⼒と看護学
研究の基礎的能⼒を活かしたリーダーシップをとることができる⼈材養成を⾏っ
てきた。 
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博⼠後期課程では、修⼠課程において⽬指してきた、看護専⾨職者としての意思
決定と主体的⾏動が執れるとともに、さまざまな状況においてリーダーシップを
発揮する能⼒、主体的かつ独創的に研究活動を推進しながら国際的・学際的に活躍
できる能⼒、多様な健康問題に柔軟に対応し、看護学の発展と⼈々の健康に貢献で
きる能⼒の修得を中核に据え、臨床看護実践の向上と地域連携ケアシステム構築
のための科学的根拠を提供し得る研究⽅略の理論と⽅法を系統的に探究すること
を⽬指す。 

 
2) 本学博⼠後期課程の教育内容 

カリキュラム・ポリシーに基づき教育課程を編成するものとし、⽣涯発達看護実
践科学部⾨、ケアシステム創成看護科学部⾨の２部⾨の基盤を培う「部⾨別専⾨科
⽬」を各部⾨４科⽬、研究課題に関する学術活動を遂⾏するための知識を構築して
いく「共通科⽬」５科⽬、学位論⽂に取り組む「特別研究科⽬」である「看護学特
別研究」で構成する。（設置の趣旨、資料７、８） 

 
3) 本学博⼠後期課程の定員及びその根拠 

本申請においては博⼠後期課程の⼊学定員は１学年３名を予定している。 
「滋賀医科⼤学⼤学院医学系研究科看護学専攻博⼠後期課程（設置構想中）に関

する修⼠課程修了⽣・在学⽣対象アンケート」によると、本学修⼠課程修了⽣で博
⼠後期課程進学を検討しているものは博⼠号未取得者 117 名中 76 名（65％）であ
り、本学修⼠課程の定員 16 名とした場合、約 10 名の進学検討者（16×65％＝10.4
⼈）が得られることになる（資料２、図２）。 

同調査では、本学博⼠後期課程への進学検討者の 30％が進学時期を「令和６年
度」としていることから、設置後の早い時期には本学修了⽣の約３名（10.4×30％
＝3.12 ⼈）が本学博⼠後期課程に進学を志すものと推測される。（資料２、図３）。 

また、学⽣の研究能⼒の向上を図るため、複数の研究指導教員・補助教員による
⼿厚い指導といった確実な教育⽀援も重要視して３名を妥当とした。 

 
4) ⼊学⾦、授業料等の学⽣納付⾦の額と設定根拠 

学⽣納付⾦については、国⽴⼤学等の授業料その他の費⽤に関する省令（平成
16 年⽂部科学省令第 16 号）に基づき、授業料の年額、⼊学料及び検定料の額を
標準として設定する。 

 
・⻑期履修制度 

本学では、社会⼈⼊学者の就業を⽀援するため、⼤学院設置基準第 14 条に定め
る教育⽅法の特例に準じ、⻑期履修制度を導⼊する。申請により⻑期履修制度の利
⽤許可を得た学⽣は、修業年限３年を４〜６年に延⻑することができる。  
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⻑期履修制度を利⽤する学⽣の授業料は通常の授業料の年額に標準修業年限を
乗じた額を⻑期履修期間の年数で除した額《（通常の年額授業料×３年）／（４、
５⼜は６年）》を納⼊することとする。 
 
・奨学⾦制度  

学業成績、⼈物ともに優れ、経済的理由によって就学困難な学⽣には、選考のう
え、⽇本学⽣⽀援機構奨学⾦が貸与される。 
 
・本学修⼠課程修了者の⼊学料および検定料の免除制度  

本学医学系研究科看護学専攻修⼠課程（博⼠前期課程）を修了し、引き続き博⼠
後期課程に進学する者については、⼊学料および検定料を徴取しない制度を整備
する。 
 

3. 学⽣確保の⾒通し 
1) 学⽣確保の⾒通しに関する調査結果（資料３） 

令和４年８⽉、滋賀医科⼤学⼤学院医学系研究科看護学専攻修⼠課程修了⽣ 263
名および在学⽣ 44 名を対象に、「滋賀医科⼤学⼤学院医学系研究科看護学専攻博
⼠後期課程（設置構想中）に関する⾃記式アンケート調査」を実施した（調査項⽬
は資料「アンケート調査票」参照）。307 名中 182 名（修了⽣ 156 名、在学⽣ 26
名）から回答を得た（回答率 59.3％）。 

修了⽣ 156 名のうち 73 名（47％）が他⼤学の博⼠後期課程に進学し、77 名（49％）
が教育研究職についていることが明らかとなった。 

修了⽣で博⼠号未取得 91 名（未進学 82 名、未修了 9 名）および在学⽣ 26 名の
計 117 名のうち、本学博⼠後期課程への進学を「ぜひ検討したい」「条件があえば
検討したい」「将来必要性を感じれば検討したい」としたものは 76 名（65%）であ
った（資料２、図２）。 

全回答者 182 名に看護系⼤学院への進学を検討する際に重視する点を尋ねたと
ころ（複数回答可）、修了⽣では「教員の研究能⼒」（73%）、「研究指導体制」（72%）、
「学費」（64%）の順に選択者が多かったが、在学者では「学費」（81%）が最も多
く、次いで「研究指導体制」（58%）、「教員の研究能⼒」（50%）であった。博⼠後
期課程で取得したい学位名称は、全体の 62％が「看護学博⼠」を選択した。 

このように、本学修⼠課程修了⽣の多くが他⼤学の博⼠後期課程へ進学し、⼤学
等での教育研究者として活躍していることから、本学修⼠課程が学⽣の研究者と
しての素地を⼗分に育成し⼤学教育へ貢献した実績が⽰されていると考えられる。
また、修了⽣及び在学⽣の博⼠後期課程進学を検討するものが 70 名を超えて存在
することから、本学博⼠後期課程設置後の受験⽣も⼗分に確保できると考える。 
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2) 競合校の状況（設置の趣旨、資料６） 
滋賀県の近隣府県で県内に看護学系博⼠後期課程がない滋賀県・福井県・奈良県

を除く４府県（岐⾩県・三重県・京都府・⼤阪府）において、看護学で定員を設定
していない⼤学や確認できなかった⼤学等を除いた７⼤学（国⽴１⼤学、公⽴２⼤
学、私⽴４⼤学）の博⼠後期課程定員および充⾜率を確認したところ、７⼤学中５
⼤学が 100％以上の充⾜率であり、本学看護学専攻博⼠後期課程においても⼊学者
の確保は期待できるものと推察される。 

 
4. 学⽣確保に向けた具体的な取り組みと⾒込まれる効果 

1) ⼤学院進学に関する学⽣確保の取り組みと実績（修⼠課程） 
① 広報活動の強化 

⼤学院説明会 
2019 年度より、⼤学院説明会を年間 3 回開催しており、出願時期や勤

務、授業に合わせて参加できるように⼯夫している。説明会の案内は、滋
賀県内の医療施設、看護師養成学校に加えて、京都と⼤阪の看護学系私⽴
⼤学に送付している。また本学学部学⽣へも卒業研究担当教員を通じて案
内している。 
滋賀県内医療機関訪問 

県内の 200 床以上の病院と施設、実習等で関係している病院・施設に⼤
学院指導を⾏っている教員が⼊試係事務職員とともに訪問し、履修や受験
に関する説明を⾏う。2020 年度は滋賀県内 56 施設、2021 年度は滋賀県内
36 施設と京都府５施設、2022 年度は滋賀県内 22 施設と京都府１施設を訪
問した。 

 
こうした実績を基に、博⼠後期課程についても同様に、進学説明会及び

医療機関訪問を⾏い、理解や関⼼を深めてもらう機会を設ける予定である。 
 

② 特⾊のある科⽬設置 
「コロナ禍に対応できる地域の看護職リーダー養成プログラム」の設置 
 2021 年度、2022 年度は今⽇的課題をテーマとした教育プログラムとし
て、「コロナ禍に対応できる地域の看護職リーダー養成プログラム」を設置
し、通常の修⼠課程の科⽬に加えて,10 回の講義と演習を実施した。2021
年度は⼊学⽣９名のうち８名、2022 年度は 23 名全員が受講した。 

 
博⼠後期課程でのこのような取り組みについては未検討だが、看護専⾨

職者に求められる社会的役割を考え、社会情勢の⼤きな変化が⽣じた場合
には必要なプログラムを柔軟に設定することを検討している。 
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③ 学習環境の充実と活⽤実績 

社会⼈⼊学制度 
多様な学習形態として「働きながら学ぶ」ための社会⼈⼊学制度を設けて

おり、現在の修⼠課程在学⽣ 44 名中 30 名（68％）がこの制度を活⽤してい
る。 
⻑期履修制度 
 ２年間の学費で３年間在籍し、仕事や家庭の事情に合わせて学習を進める
ことができる⻑期履修制度は、現在の修⼠課程在学⽣ 44 名中 14 名（32％）
が活⽤している。 
遠隔授業システムの活⽤ 
 ⼤学院修⼠課程で開講している授業は、対⾯形式のほか、遠隔授業システ
ムを利⽤したオンデマンド型やライブ配信による授業も積極的に実施して
いる。オンデマンド型の場合、学⽣は、講義の動画を所定サイトから視聴で
き、担当教員は、学⽣からの質問等をサイト経由で受け取ることで、質疑応
答や理解度の確認を随時⾏い、対⾯授業と同等の教育効果を確保している。 
ライブ配信の場合、⾳声通信やチャット機能により、学⽣間の意⾒交換を可
能とすることで、対⾯での実施により近い形での講義を⾏っている。 
奨学⾦制度 

学業成績、⼈物ともに優れ、経済的理由によって就学困難な学⽣には、選
考のうえ、⽇本学⽣⽀援機構奨学⾦が貸与される。現在の修⼠課程在学⽣ 44
名のうち社会⼈⼊学学⽣を除く 14 名中、今年度この制度を活⽤したものは
いない。 
授業料・⼊学⾦免除制度 

現修⼠課程在学⽣ 44 名のうち社会⼈⼊学学⽣を除く 14 名中 4 名（29％）
がこの制度を活⽤している。 
 

博⼠後期課程についても同様に、受講しやすさや学⽣負担の軽減などを図
り、進学しやすい環境整備に努める。⼊学料および検定料に関しては、前述
のとおり、本学修⼠課程（博⼠前期課程）を修了し、引き続き博⼠後期課程
に進学する者については、⼊学料および検定料を徴取しない制度を整備する。 

  
II. ⼈材需要の動向等社会の要請 

1. ⼈材の要請に関する⽬的その他教育上の⽬的（概要） 
滋賀県の令和 3 年⾼齢化率は 26.4%であり全国平均 28.8％に⽐べると低値であ

るが、⾼齢化率 30％以上の地域も存在し、⾼齢化の進⾏には地域格差がある（設
置の趣旨、資料１）。滋賀県の中⼼地域である⼤津・湖南医療圏では⽼年⼈⼝指数
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が上昇し続け（設置の趣旨、資料２．図１）、医療・介護需要も伸びる⾒通しであ
る。 

滋賀県は京都・⼤阪といった⼤都市へのアクセスが良い。そのため県外への患者
流出が多く、厚⽣労働省平成 29 年患者調査によると、⼤津医療圏に隣接する京都
への患者流出は１割を超えると報告されている。地域住⺠への医療・看護・介護を
地域で完結していくための地域完結型の医療サービス体制が求められており、広
域での急性期・回復期・慢性期の各医療機関と、介護施設、在宅医療との連携の強
化が課題である。したがって、単⼀施設の医療課題にとどまらず、滋賀県の動向を
俯瞰し、全体を看る広い視野を含めた統合⼒・連携⼒を持ち、⼀次予防を主軸とし
た健康寿命の延伸から療養⽣活の⽀援、医療機関―在宅移⾏での切れ⽬のないケ
アなどについて、看護の実践的課題から保健医療システムに⾄る様々な事象に対
して⾃⽴して看護活動が⾏える専⾨職の育成が求められている。 

こうした社会の要請に応えるため、本学博⼠後期課程では、特に、以下にあげる
５つの局⾯の抱える課題に対して⾃⽴して看護活動が⾏える専⾨職の育成が求め
られている。 
⾮感染性疾患（Non-communicable diseases；NCD）への取り組み 

 滋賀県では、壮年期死亡の減少、健康寿命の延伸および⽣活の質の向上を⽬的
とした「健康いきいき 21-健康しが推進プラン-」（平成 13 年策定）により、NCD
の⼀次予防を重視した県⺠の健康づくりが推進されてきた。今後は更に課題とし
て残されている⻘壮年期や肥満者の健康管理、健康⾏動・受療⾏動形成、および糖
尿病療養指導・循環器病予防療養指導と療養のための⽣活の再構築の⽀援につい
て、看護介⼊⽅略の検討と有⽤性の検証、社会実装とその評価が求められる。 
少⼦化・ウイメンズヘルスへの取り組み 

全国の合計特殊出⽣率は令和２年で 1.34 と低下傾向にあるものの、滋賀県では
1.47 と全国平均を上回り、実際の出⽣数は 10,649 ⼈で全国第 13 位である。 

10 代の予期せぬ妊娠による⼈⼯妊娠中絶や性感染症への罹患率、摂⾷障害、⾃
傷⾏為といったリプロダクティブヘルスに関する思春期⼥⼦の抱える健康問題は
多い。また、不妊専⾨外来での⾼度な⽣殖補助医療を提供しており、ウイメンズヘ
ルス分野全般における看護職の果たす役割は多岐に渡っている。したがって、滋賀
県のウイメンズヘルスに関する健康問題解決のための看護実践⽅略について検証
していく担い⼿の養成は必須となっている。 
⾼齢化への取り組み 

滋賀県内には、⾼齢者が地域の担い⼿として活躍できるよう⽀援することを⽬
的として昭和 53 年に設⽴された「⽼⼈⼤学校（現称、レイカディア⼤学）」があ
り、全国に先駆けて⻑寿社会の到来を⾒越し、⾼齢者の⽣きがい・共⽣社会づくり
に⼒を⼊れ、たとえ要介護状態になっても、その⼈らしい暮らしを最期の時まで続
けられるよう、保健・医療・福祉のサービスが⼀体的に提供される体制を「レイカ
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ディア構想」として⽬指してきた。 
2040 年には県内のどの市町においても⾼齢化率が 30〜40％以上になることが

⾒込まれる。したがって、更なるフレイル・要介護予防の取組や、豊かな⼈⽣を⽣
き抜く Quality of life ＆ Quality of Death の推進が課題とされ、その⼈らしい⽣
活の場の提供を⽬指した⾼齢者や認知症患者への看護介⼊の⽅略の検討やケアス
キルの向上のための⼈材育成の取り組みが必要とされる。 
医療資源の不⾜・偏在への取り組み 

滋賀県の中でも鉄道や幹線道路が縦断する⼤津・湖南医療圏と琵琶湖の北側に
位置する湖北・湖⻄医療圏や、湖東・甲賀医療圏の⼀部では⼈⼝構成や医療資源の
密度に⼤きな相違があり、医療サービス提供体制の格差を⽣んでいる。県内の専
⾨・認定看護師は約 300 名であるが、湖北・湖⻄地域で活躍するものは約 10％で
ある上に⼀部の地域に集中しているため、医療過疎区域が存在することが問題と
なっている。 

したがって、限られた医療・介護資源の有効な活⽤や、保健・医療・看護・福祉
が⼀体となって⽣活を⽀える「医療福祉」の仕組みづくりを通じた地域包括ケアシ
ステムに関するリーダーを養成する必要がある。 
病院と地域をつなぐ看護管理体制構築への取り組み 

本学附属病院の看護臨床教育センターは県内全域の看護職の能⼒向上に資する
ことを責務として、様々な卒後研修をはじめ、地域の在宅療養を⽀える⼈材育成な
ど県内全域の看護の質の担保に努めてきた。しかしながら、滋賀県内全域を対象と
した看護⼒育成のためのシステムを構築するまでには⾄っていない。 

また、滋賀県内全域の地域格差の縮⼩のためには、個⼈の最善の健康・療養⽀援
の在り⽅を探求し、⾃施設完結型かつ遠隔地型地域医療を担う⾼度な看護専⾨職
の育成に加え、単⼀施設にとどまらず、シームレスな病病連携・病訪連携体制の構
築を担う管理能⼒を有する看護管理者の養成が求められている。 

 
このように様々な健康課題の解決のために、⾼度な能⼒を有する⾃⽴した看護

専⾨職が求められる今⽇において、滋賀県内には看護学系博⼠後期課程が存在し
ない。 

 
2. 上記 1 が社会的、地理的な⼈材需要の動向を踏まえたものであることの客観的根拠 

滋賀県の近隣府県で県内に看護学系博⼠後期課程がない滋賀県・福井県・奈良県
を除く４府県（岐⾩県・三重県・京都府・⼤阪府）において、看護学で定員を設定
していない⼤学や確認できなかった⼤学等を除いた７⼤学（国⽴１⼤学、公⽴２⼤
学、私⽴４⼤学）の博⼠後期課程定員および充⾜率を確認したところ、７⼤学中５
⼤学が 100％以上の充⾜率であり、看護学専攻博⼠後期課程に対する需要は⾼いも
のと推察される（設置の趣旨、資料６）。 
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1.で述べた様々な健康課題への取り組みを推進し、滋賀県の健康⽔準の向上を⽬

指すため、医療や看護、福祉、医療政策の充実と向上に資する⾼度な能⼒を有する
看護系⼈材育成については、滋賀県をはじめ関係機関からの期待も⼤きい。（設置
の趣旨、資料４） 
1) 滋賀県からの要望 

令和 2 年 12 ⽉、滋賀県（健康医療福祉部理事、医療政策課⻑等）へのヒア
リングでは、滋賀県内初の看護学系博⼠課程設置による、健康寿命の延伸、⼩
児・周産期医療の充実、地域共⽣社会の実現に寄与する看護系⼈材の育成の期
待が寄せられた。⾏政とタイアップした施策に活きる研究や多職種連携・産官
学連携による研究を実施し、研究成果を社会実装する能⼒を有する⼈材育成
の必要性が述べられた。 

ヒアリングでは、滋賀県の医療福祉、医療政策、看護系⼈材育成と確保に対
する期待、特に滋賀県をフィールドにして県の健康課題の解決に協働し、医療
や保健政策に専⾨的かつ創造的に取り組むことのできる⼈材養成について、
博⼠課程設置に対する⼤きな期待を寄せられた。 

令和５年 1 ⽉、改めてヒアリングを⾏い、滋賀県で必要な⾼度な看護系⼈
材を県内で養成することに対しての要望が寄せられた。 

また、令和５年２⽉、滋賀県副知事との⾯談では、本学博⼠後期課程の設置
に関する説明を⾏い、設置にむけて積極的な後押しの⾔葉をいただき、３⽉に
滋賀県知事から要望書をいただいた。 

2) 滋賀県看護協会からの要望 
令和２年 10 ⽉、滋賀県看護協会（協会⻑、訪問看護⽀援センター⻑）に博

⼠後期課程設置に関するヒアリングをしたところ、地域医療の質の向上並び
に安⼼して⽣活できる市⺠⽣活の実現に資する、⾼い能⼒と⾃⽴性・主体性の
ある看護系⼈材育成への期待が寄せられた。具体的には、地域全体を視野に⼊
れて健康管理を⾏える看護職、企業の健康づくりに寄与できる看護職などで
あり、2040 年問題などを視野に⼊れた将来に向けて多職種マネジメント⼒や
データを分析し、看護政策に活かす能⼒を有する⼈材育成が急務であるとの
意⾒を得た。 

令和５年 1 ⽉、改めてヒアリングを⾏い、看護の機能強化及び看護職連携
強化に貢献できるものとして要望が寄せられ、２⽉に要望書をいただいた。。 

3) 医療機関からの要望 
県内の医療機関である社会医療法⼈誠光会淡海医療センター及び地⽅独⽴

⾏政法⼈市⽴⼤津市⺠病院からも本学博⼠後期課程設置への期待が寄せられ
ている。 
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これらのヒアリングや要望書から、滋賀県の医療福祉、医療政策、看護系⼈材育
成と確保に対する期待、特に滋賀県をフィールドにして県の健康課題の解決に協
働し、医療や保健政策に専⾨的かつ創造的に取り組むことのできる⼈材養成につ
いて、地域から本学へ⼤きな期待が寄せられていることがわかる。 

この地域からの期待に応えるため、本学博⼠後期課程では、⾃⽴した研究者を育
成する教育課程を通して、地域・臨床の実践の場で⽣じている医療や看護の現実的
諸問題を⾒いだし、科学的なアプローチを⾏う⼒を育む。同時に、その過程を地域
や医療機関の看護実践者と共有することで、科学的知⾒の実践への応⽤や社会実
装の⽅法を地域とともに探究する⼈材を育成する。こうした教育を受けて巣⽴つ
看護学系研究者は、実臨床や保健政策で専⾨職が⾏う様々な意志決定やケア・サー
ビスの提供を⽀える、科学と実践の架け橋となると期待できる。 
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